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○西之表市空き家バンクリフォーム補助金交付要綱 

平成29年７月５日告示第104号 

西之表市空き家バンクリフォーム補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、西之表市空き家バンク事業実施要綱（平成28年西之表市告示第64号の２）に

定める空き家バンク事業への物件登録、市内への移住・定住及び空き家の利活用を促進するため、

空き家におけるリフォーム工事又は残存する家財の処分の費用に対し、予算の範囲内において空

き家バンクリフォーム補助金を交付することについて、西之表市補助金等交付規則（平成14年西

之表市規則第11号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 空き家 現に居住していない住宅又は近日中に居住しなくなる予定の住宅で、住居として

利用可能な市内に存する一戸建て個人住宅（併用住宅は除く。）をいう。 

(２) 所有者等 空き家に係る所有権を有する者又は所有する者の２親等以内の者で物件の管理

等の権利を有し、当該空き家の賃貸を行うことができる者をいう。 

(３) リフォーム工事 空き家バンクに登録された空き家における、安全性、居住性、機能性等

の維持又は向上のために行う修繕、模様替え、増築等に係る工事をいう。 

(４) 家財処分 空き家において使用されず残置された状態の電化製品、家具、食器その他の家

財道具を撤去及び処分することをいう。 

(５) 市内施工業者 市内に本社、支社、支店又は営業所等を有する法人及び市内で事業を営む

個人事業者をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、空き家の所有

者等で次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 空き家バンク事業へ５年以上物件登録の意思のある物件登録者又は登録申込者 

(２) 市税等を滞納していない者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、次の各号に掲げる工事等の区分に応じ、当該各号に定

める経費とする。ただし、事業を実施しようとする所有者等が居住を予定している空き家を除く。 
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(１) リフォーム工事 市内施工業者による居住部分に係るリフォーム工事で、次に掲げる要件

に該当する工事に要する経費 

ア 経費（消費税及び地方消費税の額を除く。）の総額が30万円以上であること。 

イ その他法令等の規定に基づき交付を受ける住宅改修に係る補助金等の対象経費として含ま

れていないこと。 

ウ 補助金の申請年度内にリフォーム工事の完了が見込まれること。 

(２) 家財処分 居住部分に係る家財処分で、次に掲げる要件に該当するものに要する費用。た

だし、特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）に基づく特定家庭用機器廃棄物の処

理に要する料金を除く。 

ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第７条に規定する一般廃棄物

処理業の許可を受けている業者が実施するものであること。 

イ 経費（消費税及び地方消費税の額を除く。）の総額が３万円以上であること。 

ウ 補助金の申請年度内に家財処分の完了が見込まれること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる工事等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。この

場合において、補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

(１) リフォーム工事 費用の２分の１に相当する額又は100万円のうちいずれか少ない額 

(２) 家財処分 費用の２分の１に相当する額又は10万円のうちいずれか少ない額 

２ 補助金は、同一住宅に対し、１回に限り交付するものとする。 

３ 市長は、交付対象者に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、西之表市空き家バンク

リフォーム補助金交付申請書（別記第１号様式）に、次の各号に掲げる工事等の区分に応じ、当

該各号に定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) リフォーム工事 次に掲げる書類 

ア 工事に係る費用の見積書の写し 

イ 工事を行う住宅の外観及び施工予定箇所の写真 

ウ 対象となる住宅の位置図 

エ 誓約書（別記第２号様式） 

オ 市税等の完納証明書 
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カ その他市長が必要と認める書類 

(２) 家財処分 次に掲げる書類 

ア 家財処分に係る費用の見積書の写し 

イ 家財処分を要する居住部分の室内の写真 

ウ 対象となる住宅の位置図 

エ 誓約書（別記第２号様式） 

オ 市税等の完納証明書 

カ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定により提出された申請書の内容を審査し、適当と認めたときは、西之

表市空き家バンクリフォーム補助金交付決定通知書（別記第３号様式）により当該申請者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、リフォーム工事又は

家財処分（以下「工事等」という。）が完了したときは、事業完了日から起算して30日以内又は

事業実施年度の３月31日のいずれか早い日までに、西之表市空き家バンクリフォーム補助金実績

報告書（別記第４号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 工事等に係る費用の領収書の写し 

(２) 工事等を行った箇所の完了後の写真 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、適当と認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、西之表市空き家バンクリフォーム補助金交付確定通知書（別記第５号

様式）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第10条 前条の規定により通知を受けた交付決定者は、請求書（規則別記第11号様式）に市長が必

要と認める書類を添えて提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により請求書が提出されたときは、30日以内に補助金を交付するものとす

る。 

（補助金の取消し等） 
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第11条 市長は、交付決定者が次のいずれかに該当するときは、補助金の交付を取り消し、既に交

付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(１) 偽りその他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付の決定内容、その他法令又はこの要綱に違反したとき。 

(３) 所有者等が、補助金の交付を受けた日から起算して５年以内に空き家を取り壊したとき、

又は５年以内に空き家バンク事業への物件登録を取りやめたとき。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

（補則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年７月５日から施行する。 
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別記 

第１号様式（第６条関係） 
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第２号様式（第６条関係） 
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第３号様式（第７条関係） 
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第４号様式（第８条関係） 
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第５号様式（第９条関係） 

 


